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Ⅰ は し が き
｢ユーゴスラビア型｣社会主義経済が ｢ソ連型｣社会主義経済から区別され
るきわだ った諸特徴は, (1) 生産手段の国家的所有にかわる ｢社会的所有｣,
(2) 経済の中央集権的な国家的管理にかわる分権的な労働者自主管理,(3) 請























(参 MarkSi:am ZSamOuPravIJanJe.Zavod zaudZbenlkeinastavna
sredstva.Beograd,1977,dmgltom,Str.57-73
④ E,mkh･pedy" S aγWuP71aVTJa7Ua.Savremena admlnlStraC15a1
lZdava紘icentarkomunlSt,1979,Str.487～492.
なお,マクシモ-ピッチの労作の邦訳としては, ｢自主管理経済シ









こと,社会的所有は共産主義社会構成体の第1段階 (-社会主義)か ら第 2段
階 (-共産主義)-と変化 ･発展すること.｢社会主義型の社会的所有｣ は,
1ブルジョア的権利型｣の形式的平等 という要素を残 していること,社会的所
有は私的所有の否定ではあるが個人的所有の確立を意味すること,などを指摘
している (㊨ str.19-20,@ str.40-55).
Ⅰ.M氏の古典理解はおおむね正確であるが,われわれは,ここでつぎの諸
点を強調 しておきたい｡
第 1点は,社会的所有 と個人的所有との関係であるO この点にかんしては周
知の論争があるが, L M氏はエンゲルス的見解に立っているように思われるO
そのことは ｢(個人的労働にもとづ くものか それとも間接的な, 集団的欲求の
充足にもとづくものかにかかわりなく)発展する個人的所有｣という表現にみ
32 (32) 第127巻 第1号
られる ((垂 strl20).他方で.--ゴスラビアでは, ｢社会的所有は 同時 に
I･労働者の 『個人的所有』の形態でもある｣とする見解も有力におこなわ九























2) 長砂官 ｢社会的所有と『個人的所有』- マルクスの ｢否定の否定｣をめぐる論争によせて










































家であり,それが ｢社会的利害の担い手｣ とみなされてい る こ と, 2つは,
｢社会的生産物の分配における参加規準を国家が定め実行していること,3っ
は,欲求にもとづく分配の親準も国家機関が決定していること, で あ る｡ ㊨





会主義的な社会的所有の初発的な歴史的形態｣ であるo (④ str.21-22,(杏
str.56-68)0































































































われるa)D この間, ｢社会的所有｣にかんする憲法上の規定 も変化 .発展 した
(1953年,1963年,1974年)0 Ⅰ.M氏によれば ((車 8tr.68-77),｢社会的所
有｣にかんする経済学的考案の発展には. 3っの方向あるいはアスペクトが区
別されるO第 1の方向は,マルクス主義の創始者たちが社会的所有と国家的所
有 とを同一視したとして批判する七場である (たとえば, B rlorvat)o Lか
し,I M氏が正当に反論しているように,創始者たちは ｢国家的所有の形態
を社会的所有と同じものとはみなしていない (傍点一原文)｣｡第 2の方向は,
｢社会的所有｣ を非所有的 カテゴリーとみなす見解である (た と えば,D
Dragi昌16,A.Vac16, D.Marsenld)D しかし. Ⅰ.M氏が正当に批判するよう
に,このような見解は. ｢社会的所有｣にあっては生産手段にたいする所有権
は誰も有 していない,とする法律学的アスペクト (た とえば 1974年憲法第12
条)にとらわれて, ｢社会的所有｣を経済学的カテゴ1)-として環極的に規定













づく生産諸関係の発展,3つは,商品的,市場 .計画制度の発展 で あ る ((垂
str,22)Oそれぞれの要素をややくわしく検討しよう.





















得機能｣- 必要労働 (生産物)だけでなく剰余労働 (生産物)をも- ,お
よび ｢発展機碓｣ (蓄済 ,拡大再生産)の ｢すべての経済機能｣が,｢1っに
40 (40) 第 127巻 第1号





















ないし (テクノクラシーとの闘い). 国民経済全体の レベルでの諸機能の統一
すなわちマクロの自主管理の実現にはまだ成功していないのである｡
第3の要素, ｢経済連営制度,そのメカニズムと方法｣にかんしては, Ⅰ.









また. ｢『連合労働』 だけが経済運営o'D基本的主体であり, したがって,1っ
にまとまった諸機能の担い手であり初二会的所有の運用の枠内での権能の担い手
である｣が, ｢社会 ･政治共同体｣がいわば ｢疑似主体｣ として有している権
限と権能は無視できず, ｢社会計画化｣とは, ｢一方における.商品生産者と
しての墨壷的な経済主体- 連合労働基礎組織- ,他方における,社会 ･政
治共同体 (ある特殊な疑似主体 としての)｣ の諸機能が結合される経済運営の
メカニズム.方法なのである (㊨ str.24-25,傍点-原文)｡この点でも若干
のコメントを要するO




















的所有｣の経済運営制度の特教が ｢商品的 (市場 ･計画的)方法｣に求め')る
















がいう経で斉運営の ｢主体の多元性｣は, ｢連合労働基礎諸組織が - 基本的な































44 (44) 第127巻 弟 1号
性｣･｢権能の二元性｣的状況が現われている｡合同 (企業)の自主性の拡大,




















的所有 もある ((彰 strl25)C
それぞれ重要な指摘であるOだが,どうしても追加せざるを得ないのは,現
段階の ｢自主管理型社会的所有｣ほ雇用問題を解決していない,すなわち大量




























ある塾の取得を適 して現われる｡ ｢社会的所有は厳格に労働とその成果 ･･･に
46 (46) 第 127巻 第 1号
もとづいての取得 (すなわち所得の実現)を意味する｣ (㊨ str.29)｡ところ
が, ｢自主管理型社会的所有｣における取得問題の複雑さは, ｢労働にもとづ
く取得が経済運営の市場 ･計画的方法という諸条件のもとで｣おこなわれる点






































は,これ らの拠出 ･負担金を ミニマムにしようとするインセンティブが働いて
いる｡
第3に ,このような ｢純所得｣からさらに労働の物質的基盤拡大 ･発展のた























VII あ と が き






結果として, ｢社会的所有｣に限らず,自主管理, ｢社会計画化｣, ｢所得｣
分配などのアウトラインにもふれることになった｡このことは偶然ではない｡
｢社会的所有｣の経済的内容の解明は,自主管理的生産諸関係の本質と形態,
その運動メカニズムの考察なしには不可能だからである｡したがって,われわ
れの今後の課題は,これらの考察をさらにすすめることである｡
7) ｢自主管理型社会的所有｣の内的諾矛盾は興味のあるテー マであるが,ここではこれ以上言及
できない｡つぎの文献を見られたい.肋 ednLS如emSFRJugDSlavlJe,IKnJlga,Informa-
tor-Zagreb,1973,Str.20-21,181-1BJi.E.KardelJ,ibid
